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里親制度の円滑な実施について 
 

 

里親制度については、「里親制度の運営について」（平成 14 年９月５日付け雇児

発第 0905002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）及び「里親委託ガイドライ

ンについて」（平成 23 年３月 30 日付け雇児発 0330 第９号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）等により、その制度の運営について示しているところであるが、家

庭養育優先原則の理念に基づく里親等委託の取組を推進していくためには、里親の支

援体制をより一層充実していく必要がある。 

今般、里親制度の円滑な実施のため、里親が他の都道府県（指定都市及び児童相談

所設置市を含む。以下同じ。）に転居した場合の取扱い等について、下記のとおり示

すこととしたので、御了知の上、積極的に取り組んでいただきたい。 

なお、この通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言である。 

 

記 

 
１ 里親が他の都道府県に転居した場合の取扱いについて 

現に里親登録されている者が他の都道府県に転出し、転出先の居住地においても

里親となることを希望する場合において、転出前の都道府県が把握している里親の

状況や知識・経験等を転出先の居住地の都道府県と共有することが、里親名簿の登

録の決定や里親家庭の選定（マッチング）等を行う際に有効であると考えられるこ

とから、都道府県間における情報の共有について積極的な実施をお願いする。 

なお、他の都道府県に里親の情報を提供する場合には、事前に里親の同意を得る

等、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）等に基づき、適切に取

り扱う必要がある点に留意すること。 

例えば、里親から住所変更に関する届出がされた場合等、他の都道府県への転出

を把握した場合には、転出先での里親登録の希望の有無を確認し、転出先の都道府

県に情報を提供することについて、あらかじめ里親本人の同意を得ておくことが望

ましい。 



 

また、転出先の都道府県においては、提供された里親に係る情報等を踏まえ、 

① ３年以上児童福祉事業に従事した者であって都道府県知事が適当と認めた者 

② 現に里親登録されており、３年以上の委託児童の養育経験又は過去２年間の

うちに委託児童の養育経験がある者 

①又は②と同等以上の能力を有すると都道府県知事が認定した場合には、基礎研修

の免除及び登録前研修のうち実習を免除し、負担軽減に努められたい。 

 

２ 里親希望者が単身、共働き、ＬＧＢＴ等である場合の取扱いについて 

里親となることを希望する者（以下「里親希望者」という。）が単身、共働き、

ＬＧＢＴ等（以下「単身等」という。）である場合の里親登録又は認定の考え方や

単身等である者を里親家庭として選定する場合の考え方については、「里親希望者

が単身、共働き、ＬＧＢＴ等である場合の取扱いについて」（令和元年 10 月１日

付け子家発第 1001 第１号厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長通知）により示し

ているところである。 

里親希望者が単身等であるか否かにかかわらず、里親の類型に応じた要件に沿っ

て登録又は認定の可否を判断されるよう、改めて徹底いただきたい。 

また、同様に、こどもの受託を希望する登録里親が単身等であるか否かにかかわ

らず、里親の状況や知識・経験等について考慮した上でマッチングを行うよう徹底

されたい。 

 

３ 里親身分証明書の導入について 

里親として児童の養育を行う際、様々な機会において、里親と当該里親への委託

児童との関係性を明らかにしなければならない場面があると考えられるが、そうし

た場面において里親が円滑に対応できるよう、里親身分証明書の発行等の方策を講

じることは重要である。 

里親身分証明書の発行については、「里親名簿の登録等に係る通知の利便性の向

上について」（令和４年３月 30 日付け事務連絡）において、実施の検討を依頼し

たところであるが、依然として一部の都道府県において導入がされていない状況に

あることから、里親家庭における児童の養育がより円滑に行われるよう、当該証明

書の導入について、改めて検討をお願いする。 

なお、導入する際には、医療機関、金融機関及び教育機関等の関係機関に対して

も周知されることが望ましい。 

 

４ 保育所等の優先利用における里親家庭への配慮について 

里親の就労等により委託児童の保育の必要性が生じた場合において、保育所等に

入所することは妨げないこととしているが、近年、共働きの里親家庭が増加し、里

親家庭が保育所等の利用を希望することも一般に見られるところである。 

その際の保育所等の優先利用の考え方については、「子ども・子育て支援法に基

づく教育・保育給付認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の

確認に係る留意事項等について」（平成 26年９月 10付け日府政共生第 859号・26

文科初第 651 号・雇児発 0910 第２号内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、文



 

部科学省初等中等教育局長及び厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）第２

の７において、優先利用の対象として考えられる場合として社会的養護が必要な場

合を例示しているところであり、これには児童が里親に委託されている場合も含む

こととしている。 

今般、各都道府県、指定都市、中核市の保育主管部局宛てに「保育所等の優先利

用における里親家庭への配慮について（周知）」（令和６年８月 19 日付け事務連

絡）を発出し、改めて保育所等の優先利用の考え方について周知したところであり、

児童相談所と市町村の間で十分に連携を図りつつ、当該児童について最善の措置を

採るよう、改めて徹底いただきたい。 

 


